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　特願２０１５－２２８４９８「プロテクトフィルム付偏光板及びそれを含
む積層体」拒絶査定不服審判事件〔平成２８年　６月３０日出願公開、特開
２０１６－１１８７７１〕について、次のとおり審決する。

結　論
　本件審判の請求は、成り立たない。

理　由
第１　手続の経緯
　本願は、平成２７年１１月２４日（優先権主張平成２６年１２月１８日）
の出願であって、平成２８年８月１５日付けで拒絶理由が通知され、同年
１０月２４日に意見書の提出とともに手続補正がなされ、同年１２月２２日
付けで拒絶査定がされ、これに対し、平成２９年４月７日に拒絶査定不服審
判の請求と同時に手続補正がなされたものである。
　その後、当審において、平成３０年１月２６日付けで拒絶理由（以下、
「当審拒絶理由」という。）を通知し、同年４月２７日に意見書の提出とと
もに手続補正（以下、「本件補正」という。）がなされた。また、同日付け
で手続補足書が提出された。

第２　本件発明
　本願の請求項１～７に係る発明は、本件補正により補正された特許請求の
範囲の請求項１～７に記載された事項により特定されるとおりのものであっ
て、その請求項１に係る発明は以下のとおりのものである。
「　偏光子を含む厚みＴ１（μｍ）の偏光板と、その一方の表面に積層され
る厚みＴ２（μｍ）のプロテクトフィルムとを備えるプロテクトフィルム付
偏光板であって、
　前記プロテクトフィルム付偏光板が長辺と短辺とを有する方形形状の枚葉
体であり、前記長辺が２２１ｍｍ以上、前記短辺が１３９ｍｍ以上であり、
　前記枚葉体は、長尺のプロテクトフィルム付偏光板の裁断物であり、
　前記偏光子は、延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を
吸着配向させたフィルムであり、
　前記偏光子の厚みが５μｍ以上１５μｍ以下であり、
　前記偏光板の他方の表面は、第１粘着剤層の表面で構成されており、
　前記プロテクトフィルムは、前記一方の表面に積層される第２粘着剤層
と、その上に積層される単層の樹脂フィルムとで構成されており、



　前記第１粘着剤層及び前記第２粘着剤層は、（メタ）アクリル系樹脂を含
み、
　前記樹脂フィルムは、ポリエステル系樹脂からなり、
　前記偏光板は、厚みが３０μｍ以下である保護フィルムをさらに含み、
　前記プロテクトフィルムの厚みＴ２が１２０μｍ以下であり、
　厚み比Ｔ２／Ｔ１が０．８～１．４の範囲内である、プロテクトフィルム
付偏光板。」（以下、「本件発明」という。）

第３　当審拒絶理由
　本件補正前の請求項１～７に係る発明に対し通知された当審拒絶理由の概
要は以下のとおりである。

理由１（進歩性）
　本願の請求項１～７に係る発明は、その出願前に日本国内又は外国におい
て、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じて公
衆に利用可能となった発明である引用文献１～３に記載された発明に基い
て、その出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２項
の規定により特許を受けることができない。

理由２（サポート要件）
　請求項１～７に係る発明は、発明の詳細な説明において、発明の課題が解
決できることを当業者が認識できるように記載された範囲を超えるものであ
るから、本願は、特許請求の範囲の記載が、特許法第３６条第６項第１号に
規定する要件を満たしていない。

＜引用文献等一覧＞
引用文献１：特開２００１－１０８８３０号公報
引用文献２：特開２０１４－１３２３１３号公報
引用文献３：国際公開第２０１４／０５４１１４号
引用文献４：特許第３３６８５２４号公報

第４　引用文献の記載及び引用発明
１　引用文献１
（１）引用文献１の記載事項
　当審拒絶理由に引用され、本願の優先権主張の日前の平成１３年４月２０
日に頒布された刊行物である引用文献１（特開２００１－１０８８３０号公
報）には、図面とともに以下の記載事項がある（摘記した記載事項中の下線
は、合議体が付与した。以下同様）。

ア　「【特許請求の範囲】
【請求項１】 偏光子フィルム又は位相差フィルムを平面状態に保形する保
形フィルムを、前記偏光子フィルム又は位相差フィルムの両面のうちの一方
の面側に積層し、前記保形フィルムにおける前記偏光子フィルム又は位相差
フィルム積層側の反対側に保護フィルムを剥離可能に積層し、前記偏光子
フィルム又は位相差フィルム側が凹となる反りが生じるのを防止可能に前記
保護フィルムを所定の厚さに設定してある光学フィルム。
【請求項２】 前記保護フィルムの厚さを、前記偏光子フィルム又は位相差
フィルム側が凸となる反りが生じるのを防止可能な値に設定してある請求項
１に記載の光学フィルム。
【請求項３】 前記偏光子フィルム又は位相差フィルムにおける保形フィル
ム積層側と反対側に粘着剤層を形成するとともに、この粘着剤層における前



記偏光子フィルム又は位相差フィルム存在側と反対側に剥離フィルムを貼着
してある請求項１又は２に記載の光学フィルム。」

イ　「【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、偏光子フィルムや位相差フィルムを備
えた光学フィルムに関する。
【０００２】
【従来の技術】偏光子フィルムを備えた光学フィルムは、その吸収軸方向に
平行な振動面を有する偏光光を吸収し、該吸収軸に直交する方向（透過軸）
に平行な振動面を有する偏光光を透過する機能を有した光学素子であり、例
えば、液晶表示装置を構成する光学素子の一つとして広く用いられている。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【０００８】ところで、液晶表示装置はワープロやパソコンの画面だけでな
く、自動車用のナビゲーションシステム・携帯電話・電卓等の小物類にも普
及しており、近年の激化する小型化競争に対応するべく、液晶表示装置のガ
ラス等に貼着される光学フィルムを薄くしてコンパクト化する要望も強く
なってきている。光学フィルムを数十μｍ程度薄くするだけでも、体感的に
かなり薄肉化された印象を受けるからである。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【００１２】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、偏光子フィルムとＴＡＣ
フィルムとには吸湿性に差がある（ＴＡＣフィルムの方が吸湿性が高い）こ
とから、片ＴＡＣ構造の光学フィルムでは、粘着剤層側に凹となる状態に反
りやすい傾向があり、次の問題があった。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【００１６】本発明の目的は、光学フィルムを薄肉化するべく片ＴＡＣ構造
を採用しながらも、貼合対象側が凹となる反りが生じないようにして、光学
フィルムの貼合対象物への貼合作業を正確に、かつ、効率よく行うことがで
きるようにする点にある。
【００１７】
【課題を解決するための手段】〔構成〕請求項１による発明の構成は、偏光
子フィルム又は位相差フィルムを平面状態に保形する保形フィルムを、前記
偏光子フィルム又は位相差フィルムの両面のうちの一方の面側に積層し、前
記保形フィルムにおける前記偏光子フィルム又は位相差フィルム積層側の反
対側に保護フィルムを剥離可能に積層し、前記偏光子フィルム又は位相差
フィルム側が凹となる反りが生じるのを防止可能に前記保護フィルムを所定
の厚さに設定してあることを特徴とする。
【００１８】請求項２による発明の構成は、請求項１による発明の構成にお
いて、前記保護フィルムの厚さを、偏光子フィルム又は位相差フィルム側が
凸となる反りが生じるのを防止可能な値に設定してあることを特徴とするも
のである。
【００１９】請求項３による発明の構成は、請求項１又は２による発明の構
成において、前記偏光子フィルム又は位相差フィルムにおける保形フィルム
積層側と反対側に粘着剤層を形成するとともに、この粘着剤層における偏光
子フィルム又は位相差フィルム存在側と反対側に剥離フィルムを貼着してあ
ることを特徴とするものである。
【００２０】〔作用〕請求項１の構成は、光学フィルムが液晶表示装置等の
実機に貼合された後で、保護フィルムが剥離除去される点に着目して成され
たものであり、請求項１の構成によれば、保形フィルムを偏光子フィルム又
は位相差フィルムの両面のうちの一方の面側に積層した構造（以下、「片



ＴＡＣ構造の光学フィルム」と略称する）でありながら、保護フィルムを従
来に比べて厚くしてその剛性を増大させ、その増大した剛性によって偏光子
フィルム又は位相差フィルム側が凹となる反りが生じるのを防止することが
できる。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【００２５】請求項１の構成では、片ＴＡＣ構造の光学フィルムは直線状
か、あるいは偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凸となる反りが生じた
湾曲状に構成されるものであり、それによって、片ＴＡＣ構造の光学フィル
ムがガラス等に端から貼合される状態が生じるのを防止する手段であるが、
偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凸となる反りが生じると、運搬時や
保管時に取扱いにくかったり、前記一対の押圧ロール間に最初に挿入する操
作が行いにくかったりするという問題が考えられなくもない。
【００２６】そこで、請求項２の構成によれば、偏光子フィルム又は位相差
フィルム側が凸となる反りが生じないように保護フィルムの厚さを設定する
ので、片ＴＡＣ構造の光学フィルムを偏平な直線状又はほぼ直線状に構成で
きるようになり、上記の問題を解消できて、貼合対象物への貼合操作や製造
工程により適合した状態にすることができる。」

ウ　「【００３１】
【発明の実施の形態】〔第１実施形態〕図１に、偏光子フィルム１を備えた
片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡを示してある。
【００３２】この片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡは、片面に粘着剤層を
有する保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２、保形フィルムとしての
ＴＡＣフィルム３、偏光子フィルム（ＰＶＡ（ポリビニルアルコ－ルフィル
ム））１、粘着剤層４、剥離フィルム５とをこの順で積層した構造に構成し
てある（つまり、ＴＡＣフィルム３を、偏光子フィルム１の両面のうちの一
方の面側にだけ積層してある）。
【００３３】この片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡの各層の厚さの一例
は、
　　　保護フィルム　　　　　　　　　　　　　　１２５μｍ
　　　粘着剤層　　　　　　　　　　　　　　　　　２０μｍ
　　　ＴＡＣフィルム　　　　　　　　　　　　　　５０μｍ
　　　偏光子フィルム　　　　　　　　　　　　　　２０μｍ
　　　粘着剤層　　　　　　　　　　　　　　　　　２５μｍ
　　　剥離フィルム　　　　　　　　　　　　　　　３８μｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　２７８μｍ
である。
【００３４】ＴＡＣフィルム３と偏光子フィルム１と粘着剤層４との三者は
貼着一体化され、剥離フィルム５は粘着剤層４に対して剥離自在に貼着され
ている。保護フィルム２は、これ自身に施された粘着剤により、剥離フィル
ム５と同様に容易に剥離できる状態でＴＡＣフィルム３に貼着されている。
【００３５】片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡを１５０ｍｍ×１００ｍｍ
に切断した矩形のサンプルを用いて、４箇所の角部の反り量を計測したデー
タを次に示す。
【００３６】図４に示すように、定盤等の水平面１０の上に、保護フィルム
２を下側にしてサンプルを静かに載置したときの、４箇所の角部ａ～ｄにお
ける水平面１０からの反り上がり量の測定データを表１に示す。
【００３７】サンプル1)～3)は従来の片ＴＡＣ構造の光学フィルムを、サン
プル4)～6)は片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡを夫々示している。
【００３８】
【表１】



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：ｍｍ
　　サンプル1)～3)の保護フィルム厚さ ： ３８μｍ
　　サンプル4)～6)の保護フィルム厚さ ： １２５μｍ
保護フィルム２の厚さは、従来の３８μｍから１２５μｍに大きく増やされ
ている。
【００３９】表１から判るように、サンプル1)～3)の従来品では明らかな反
りが認められるのに対して、サンプル4)～6)の本発明品では浮き上がり量が
３ｍｍ以内に抑えられており、実質的に反りが問題とならないほぼ水平面状
態に保形されている。
【００４０】保護フィルム２の片面に設けられる粘着剤層の厚みは通常
１５～２５μｍ程度の範囲である。」
　合議体注：図１及び図４は以下のとおりのものである。

（２）引用文献１に記載された発明
　上記記載事項に基づけば、引用文献１には第１実施形態として以下の発明
が記載されていると認められる。
「片面に粘着剤層を有する保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２、保形
フィルムとしてのＴＡＣフィルム３、偏光子フィルム（ＰＶＡ（ポリビニル
アルコ－ルフィルム））１、粘着剤層４、剥離フィルム５とをこの順で積層
した構造に構成してある（つまり、ＴＡＣフィルム３を、偏光子フィルム１
の両面のうちの一方の面側にだけ積層してある）片ＴＡＣ構造の第１光学
フィルムＡであって、各層の厚さは、
　　　保護フィルム　　　　　　　　　　　　　　１２５μｍ
　　　粘着剤層　　　　　　　　　　　　　　　　　２０μｍ
　　　ＴＡＣフィルム　　　　　　　　　　　　　　５０μｍ
　　　偏光子フィルム　　　　　　　　　　　　　　２０μｍ
　　　粘着剤層　　　　　　　　　　　　　　　　　２５μｍ
　　　剥離フィルム　　　　　　　　　　　　　　　３８μｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　２７８μｍ



である、片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡ。」（以下、「引用発明」とい
う。）

２　引用文献２
　当審拒絶理由に引用され、本願の優先権主張の日前の平成２６年７月１７
日に頒布された刊行物である引用文献２（特開２０１４－１３２３１３号公
報）には、以下の記載事項がある。

（１）「【００１２】
（偏光フィルム）
　本発明における偏光フィルムは、ポリビニルアルコール系樹脂からなる偏
光フィルムである。ポリビニルアルコール系樹脂は、通常、ポリ酢酸ビニル
系樹脂をケン化することにより得られる。ポリビニルアルコール系樹脂のケ
ン化度は、通常約８５モル％以上、好ましくは約９０モル％以上、より好ま
しくは約９９モル％～１００モル％である。ポリ酢酸ビニル系樹脂として
は、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルのほか、酢酸ビニルとこ
れに共重合可能な他の単量体との共重合体を挙げることができる。酢酸ビニ
ルと共重合可能な他の単量体としては、たとえば、不飽和カルボン酸類、オ
レフィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸類などが挙げられる。上
記酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体の具体例として
は、エチレン－酢酸ビニル共重合体などが挙げられる。ポリビニルアルコー
ル系樹脂の重合度は、通常約１０００～１００００程度、好ましくは約
１５００～５０００程度である。
【００１３】
　ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、たとえば、アルデ
ヒド類で変性されたポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール、ポリビ
ニルブチラールなども使用し得る。通常、偏光フィルム製造における開始材
料として、厚さが約５μｍ～１００μｍ、好ましくは約１０μｍ～８０μｍ
の未延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムが用いられる。フィルムの幅
は、工業的には、約１５００ｍｍ～４０００ｍｍが実用的であるが、これに
限定されるものではない。この未延伸フィルムを、膨潤処理、染色処理、ホ
ウ酸処理、水洗処理の順に処理し、ホウ酸処理またはそれより前の工程で一
軸延伸を施し、最後に乾燥して得られるポリビニルアルコール系偏光フィル
ムの厚みは、たとえば約１μｍ～４０μｍ程度である。
【００１４】
　本発明における偏光フィルムの作製方法は特に限定されず、たとえば、
（i）上記未延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを、空気あるいは不
活性ガス中で一軸延伸後、膨潤処理、二色性色素による染色処理、ホウ酸処
理および水洗処理の順に処理し、最後に乾燥を行なう方法、（ii）上記未延
伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤処理、二色性色素による染色
処理、ホウ酸処理および水洗処理の順に処理し、ホウ酸処理工程および／ま
たはその前の工程で湿式にて一軸延伸を行ない、最後に乾燥を行なう方法な
どが採用できる。」

（２）「【００３８】
（保護フィルム）
　本発明における保護フィルムは、上述した偏光フィルムの両面に接着剤層
を介して積層・貼合される。保護フィルムとしては、たとえば、シクロオレ
フィン系樹脂フィルム；酢酸セルロース系樹脂フィルム；ポリエチレンテレ
フタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレートなど
のポリエステル系樹脂フィルム；ポリカーボネート系樹脂フィルム；アクリ
ル系樹脂フィルム；ポリプロピレン系樹脂フィルムなど、当分野において従
来より広く用いられてきているフィルムを挙げることができる。
【００３９】
　シクロオレフィン系樹脂は、適宜の市販品、たとえば
Ｔｏｐａｓ（Ｔｉｃｏｎａ社製）、アートン（ＪＳＲ（株）製）、ゼオノア
（ＺＥＯＮＯＲ）（日本ゼオン（株）製）、ゼオネックス（ＺＥＯＮＥＸ）



（日本ゼオン（株）製）、アペル（三井化学（株）製）などを好適に用いる
ことができる。このようなシクロオレフィン系樹脂を製膜してフィルムとす
る際には、溶剤キャスト法、溶融押出法などの公知の方法が適宜用いられ
る。また、たとえばエスシーナ（積水化学工業（株）製）、ＳＣＡ４０（積
水化学工業（株）製）、ゼオノアフィルム（（株）オプテス製）などの予め
製膜されたシクロオレフィン系樹脂製のフィルムの市販品を用いてもよい。
【００４０】
　シクロオレフィン系樹脂フィルムは、一軸延伸または二軸延伸されたもの
であってもよい。延伸することで、シクロオレフィン系樹脂フィルムに任意
の位相差値を付与することができ、位相差値を付与した場合には、シクロオ
レフィン系樹脂フィルムは、ある偏光を他の特定の偏光に変換する光学機能
をもった位相差板として機能する。延伸は、通常、フィルムロールを巻き出
しながら連続的に行われ、加熱炉にて、ロールの進行方向、その進行方向と
垂直の方向、あるいはその両方へ延伸される。加熱炉の温度は、通常、シク
ロオレフィン系樹脂のガラス転移温度近傍から〔ガラス転移温
度＋１００℃〕の範囲が、採用される。延伸の倍率は、通常１．１～６倍、
好ましくは１．１～３．５倍である。
【００４１】
　シクロオレフィン系樹脂フィルムが延伸されたものである場合、その延伸
方向は任意であるが、フィルムの流れ方向に対して、０°、４５°、９０°
であるものが一般的である。延伸方向が０°であるフィルムの位相差特性は
完全一軸性を帯びることが多く、４５°、９０°であるフィルムの位相差特
性は弱い二軸性を帯びることが多い。その特性は表示装置の視野角に影響し
てくるが、適用する液晶表示装置のタイプや複合偏光板のタイプによって適
時選択すればよい。位相差値は、通常λ／４、λ／２などと呼ばれるものが
良く使われ、λ／４だと９０～１７０ｎｍ、λ／２だと２００～３００ｎｍ
の位相差範囲となることが多い。
【００４２】
　また、シクロオレフィン系樹脂フィルムは、一般に表面活性が劣るため、
偏光フィルムと接着させる表面には、プラズマ処理、コロナ処理、紫外線照
射処理、フレーム（火炎）処理、ケン化処理などの表面処理を行うのが好ま
しい。中でも、比較的容易に実施可能なプラズマ処理、コロナ処理が好適で
ある。
【００４３】
　保護フィルムに用いられ得る酢酸セルロース系樹脂は、セルロースの部分
または完全酢酸エステル化物であって、たとえばトリアセチルセルロース、
ジアセチルセルロース、セルロースアセテートプロピオネートなどが挙げら
れる。
【００４４】
　このようなセルロースエステル系樹脂のフィルムとしては、適宜の市販
品、たとえばＫＣ４ＵＹ（コニカミノルタオプト（株）製）などを好適に用
いることができる。
【００４５】
　また、位相差特性を付与した酢酸セルロース系樹脂フィルムも好適に用い
られ、かかる位相差特性が付与された酢酸セルロース系樹脂フィルムの市販
品としては、ＷＶ ＢＺ ４３８（富士フィルム（株）製）、
ＫＣ４ＦＲ－１（コニカミノルタオプト（株）製）などが挙げられる。酢酸
セルロースは、アセチルセルロースとも、セルロースアセテートとも呼ばれ
る。
【００４６】
　セルロース系樹脂フィルムは、特に水系の接着剤を用いて偏光フィルムと
積層させる場合には、偏光フィルムとの接着性を高めるため、ケン化処理が
施される。ケン化処理としては、水酸化ナトリウムや水酸化カリウムなどの
アルカリの水溶液に浸漬する方法が採用できる。
【００４７】
　上述したような保護フィルムは、ロール状態にあると、フィルム同士が接
着してブロッキングを生じ易い傾向にあるので、通常はロール端部に凹凸加



工を施したり、端部にリボンを挿入したり、プロテクトフィルムを貼合した
りしてロール巻きとされたものが用いられる。
【００４８】
　透明な保護フィルムの厚みは薄いものが好ましいが、薄すぎると、強度が
低下し、加工性に劣るものとなるが、本発明はそれを補うものである。一
方、厚すぎると、透明性が低下したり、積層後に必要な養生時間が長くなっ
たり、薄肉化への顧客要求に反するなどの問題が生じる。したがって、透明
な保護フィルムの適当な厚みは、たとえば１～５０μｍであり、好ましくは
５～４０μｍ、より好ましくは１０～３０μｍである。」

（３）「【００４９】
（剥離可能なフィルム）
　本発明における剥離可能なフィルムは、偏光フィルムの両面に貼合される
上述した保護フィルムの少なくとも一方に積層または貼合される。保護フィ
ルムと剥離可能なフィルムとの剥離力は、０．００１～５Ｎ／２５ｍｍであ
り、好ましくは０．０１～２Ｎ／２５ｍｍ、より好ましくは
０．０１～０．５Ｎ／２５ｍｍである。剥離力が０．００１Ｎ／２５ｍｍ未
満であると、保護フィルムと剥離可能なフィルムとの密着力が小さいため、
剥離可能なフィルムが部分的な剥がれを生じることがある。また、剥離力が
５Ｎ／２５ｍｍを超えると、偏光板からフィルムを剥離するのが困難となる
ため好ましくない。
【００５０】
　剥離可能なフィルムとしては、例えば、それ単独で粘着性を有する自己粘
着性樹脂フィルム、粘着材層を有するフィルムなどが挙げられる。ただし、
粘着剤層を介在させる場合にあっては、偏光板から剥離可能なフィルムを剥
離した際に、偏光板表面に粘着剤層残渣が残る場合があり得るため、自己粘
着性の剥離可能なフィルムを用いて保護フィルム上に直接剥離可能なフィル
ムを積層させることが好ましい。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【００５５】
　粘着材層を有するフィルムにおける粘着剤層が形成される基材フィルムと
しては、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、ポリスチレン系樹
脂、ポリエチレンテレフタレート系樹脂などのフィルムを用いることができ
る。中でも、安価に入手できることから、ポリエチレン系樹脂やポリエチレ
ンテレフタレート系樹脂のフィルムが好適に用いられる。
【００５６】
　粘着剤層を有するフィルムを剥離可能なフィルムとする場合における粘着
剤としては、保護フィルムと剥離可能なフィルムとの間の剥離力が
０．００１～５Ｎ／２５ｍｍとなる限りにおいて、特に制限されるものでは
ない。粘着剤の具体例としては、アクリル系樹脂、エポキシ系樹脂、ウレタ
ン系樹脂、シリコーン系樹脂などをベースポリマーとするものを挙げること
ができる。粘着剤には、ベースポリマーのほか、通常は架橋剤が配合され
る。ベースポリマーの種類や重合度、架橋剤との組み合わせなどを適宜設計
することで、接着力を調整した粘着剤が市販されているので、それらの中か
ら、偏光板における保護フィルムとの間の剥離力が上記範囲となるものを選
択して使用すればよい。粘着剤層の厚みは、特に制限されず、たとえば
５～４０μｍ程度とすることができる。」

（４）「【００８１】
（光学部材）
　偏光板の使用に際しては、一方の面、または両面に、光学機能を示す光学
層を積層した光学部材とすることもできる。
【００８２】
　光学部材の形成を目的に偏光板に積層する光学層としては、特に限定され



ないが、例えば、反射層、半透過型反射層、光拡散層、位相差板、集光板、
輝度向上フィルム等、液晶表示装置等の形成に用いられる各種のものが挙げ
られる。」

（５）「【０１０２】
＜実施例１＞
　厚さ７５μｍのポリビニルアルコールフィルムを、乾式で一軸延伸し、さ
らに緊張状態に保ったまま、純水に浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／
水の水溶液に浸漬した。その後、ヨウ化カリウム／ホウ酸／水の水溶液に浸
漬し、引き続き純水で洗浄した後、乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ
素が吸着配向された偏光フィルムを得た。この偏光フィルムの厚みは
２８μｍであった。
【０１０３】
　得られた偏光フィルムの一方の面に、下記の保護フィルム１に予め剥離可
能なフィルム１を積層したものを、他方の面に下記の保護フィルム２を、そ
れぞれ水系のポリビニルアルコール系樹脂接着剤を介してニップロールによ
り貼合し、熱風で乾燥して偏光板を得た。保護フィルム１，２と剥離可能な
フィルム１との合計の厚みは７２μｍ、得られた偏光板の総厚みは
１００μｍであった。外観に問題は見られなかった。
　　保護フィルム１：「ゼオノアＺＦ１４-２０」(日本ゼオン(株)製、厚さ
２０μｍ)
　　剥離可能なフィルム１：ポリエチレン樹脂からなる
「ＦｏｒｃｅＦｉｅｌｄ１０３５」(トレデガー社製、厚さ３０μｍ)
　　保護フィルム２：ケン化したＴａｃｐｈａｎ Ｐ９２０ＧＬ（ロンザ社
製、厚さ２２μｍ）

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

【０１０８】
＜参考例２＞
　厚さ３０μｍのポリビニルアルコールフィルムを湿式で延伸しながら、純
水に浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の水溶液に浸漬し、その後、
ヨウ化カリウム／ホウ酸／水の水溶液に浸漬し、引き続き純水で洗浄した
後、乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された偏光フィル
ムを得た。この偏光フィルムの厚みは１１μｍであった。」

３　引用文献３
　当審拒絶理由に引用され、本願の優先権主張の日前の平成２６年４月１０
日に電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった引用文献３（国際公開第
２０１４／０５４１１４号）には、図面とともに以下の記載事項がある。

（１）「[0001]　本発明は、偏光板の保護フィルムに関する。
背景技術
[0002]　代表的な画像表示装置である液晶表示装置では、その画像形成方式
に起因して、液晶セルの両側に偏光板が貼り合わされる。偏光板は、力学
的、光学的な耐久性を向上させる等の観点から、通常、偏光性能を有する偏
光子の少なくとも片側に保護層が積層されて構成されている。しかし、偏光
板には、偏光子と保護層との線膨張率や熱収縮率の違い等によって、反りが
発生しやすいという問題がある。このような偏光板の反りは、例えば、液晶
セルに貼り合わされることにより解消され得るが、製造工程（例えば、他の
光学部材との積層工程、液晶セルへの貼り合せ工程）における不具合の原因
となる。
[0003]　ところで、上記製造工程において、通常、偏光板（偏光板中間体を
含む）には、保護フィルムが貼り合わされている（例えば、特許文献１参
照）。このような保護フィルムの貼り合わせにより、上記偏光板の反りを抑
制することが提案されているが、偏光板の構成によっては、反りの抑制が不



十分である。」

（２）「[0010]Ａ．保護フィルム
　図１は、本発明の好ましい実施形態による保護フィルムの概略断面図であ
る。保護フィルム１０は、第１の樹脂層１１と、接着層１３と、第２の樹脂
層１２とをこの順で有する。保護フィルム１０は、第１の樹脂層１１と第２
の樹脂層１２とを接着層１３を介して積層した積層体１０’である。実用的
には、保護フィルム１０は、その第２の樹脂層１２の接着層１３とは反対側
に設けられた粘着剤層２０を有し、この粘着剤層２０により偏光板に貼り合
わされる。なお、図示しないが、偏光板に貼り合わされるまでは、粘着剤層
２０表面にセパレーターが貼り合わされる。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

[0039]Ａ－４．その他
　上記粘着剤層は、任意の適切な粘着剤で形成される。粘着剤としては、代
表的には、（メタ）アクリル系粘着剤が用いられる。粘着剤層の厚みは、好
ましくは１５μｍ～２５μｍである。上記セパレーターとしては、代表的に
は、剥離性付与層が形成された樹脂フィルム（例えば、ポリエステル系樹脂
フィルム）が用いられる。
[0040]Ａ－５．貼り合わせ方法
　本発明の保護フィルムは、好ましくは、反りが生じている偏光板の凸面に
貼り合わされる。なお、例えば、偏光子の片側にのみ保護層が配置されてい
る場合は、保護層側に凸の反りが発生する傾向にある。保護フィルムの貼り
合わせに際し、保護フィルムに張力を加えながら偏光板に貼り合わせること
が好ましい。このような操作により、保護フィルムに残留収縮応力を発生さ
せ得るからである。張力は、貼り合わせ後に偏光板の偏光子の吸収軸方向と
対応する方向に加えることが好ましい。張力は、保護フィルムの構成（例え
ば、厚み、形成材料、弾性率、引張伸度等）に応じて、適宜、設定され得
る。」

（３）「[0041]Ｂ．保護フィルム付偏光板
　図２は、本発明の好ましい実施形態による保護フィルム付偏光板の概略断
面図である。保護フィルム付偏光板１００は、偏光板３０と、偏光板３０の
表面に粘着剤層２０により貼り合わされた保護フィルム１０とを有する。偏
光板３０は、偏光子３１と、偏光子３１の片側に配置された保護層３２およ
び光学部材３３と、偏光子３１のもう片側に配置された光学部材３４および
セパレーター３５とを有する。保護フィルム１０は、偏光子３１に対して、
保護層３２が配置されている側に貼り合わされる。セパレーター３５は、使
用に供する際（例えば、液晶セルに保護フィルム付偏光板を貼り合わせる
際）に取り外される。なお、偏光板を構成する各層の積層には、任意の適切
な粘着剤または接着剤が用いられる。
[0042]　本発明の保護フィルム付偏光板は、偏光板の構成が変化しても、反
りが良好に抑制されている。具体例として、保護フィルム付偏光板からセパ
レーターが取り外された場合、反りの向きが反転する場合があるが（特に、
張力を加えて保護フィルムを貼り合わせた場合）、本発明の保護フィルムに
よれば、このような反りも良好に抑制することができる。本発明の保護フィ
ルムは、樹脂層単独よりも断面２次モーメントが高く、弾性率が低く張力を
除去した際の収縮量が大きいことが、その要因の１つとして考えられる。
[0043]　上記偏光板は、偏光子と偏光子の少なくとも片側に配置された保護
層とを有する。偏光板の薄型化・軽量化の観点から、偏光子の片側にのみ保
護層を配置させる構成が好ましいが、このような偏光子に対して非対称な構
成では、反りの発生が顕著となり得る。
[0044]　上記偏光子としては、例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、
部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチレン・酢酸ビニル
共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色
性染料等の二色性物質を吸着配向させたもの、ポリビニルアルコールの脱水



処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げ
られる。これらのなかでも、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素など
の二色性物質を吸着配向させた偏光子が、偏光二色比が高く特に好ましい。
[0045]　偏光子の厚みは、代表的には１μｍ～８０μｍ程度であり、好まし
くは５μｍ～４０μｍである。
[0046]　上記保護層は、偏光子の保護層として使用できる任意の適切なフィ
ルムで構成される。当該フィルムの主成分となる材料の具体例としては、ト
リアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロース系樹脂や、ポリエステル
系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネート系、ポリアミド系、ポリイ
ミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリスチレン系、ポリ
ノルボルネン系、ポリオレフィン系、（メタ）アクリル系、アセテート系等
の透明樹脂等が挙げられる。また、（メタ）アクリル系、ウレタン系、（メ
タ）アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂また
は紫外線硬化型樹脂等も挙げられる。この他にも、例えば、シロキサン系ポ
リマー等のガラス質系ポリマーも挙げられる。また、特開
２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマー
フィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換
または非置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換
のフェニル基ならびにニトリル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成
物が使用でき、例えば、イソブテンとＮ－メチルマレイミドからなる交互共
重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体とを有する樹脂組成物が挙
げられる。当該ポリマーフィルムは、例えば、上記樹脂組成物の押出成形物
であり得る。
[0047]　保護層の厚みは、好ましくは５μｍ～２００μｍ、より好ましくは
１０μｍ～１００μｍである。なお、保護層が光学補償層として機能しても
よい。
[0048]　上記光学部材としては、例えば、光学補償層（位相差層）、輝度向
上フィルム等が挙げられる。セパレーターについては、Ａ－４項で説明した
とおりである。」
　合議体注：図２は以下のとおりのものである。

（４）「[0051]　ポリエステル系樹脂フィルム（三菱樹脂社製、商品

名：Ｔ１００Ｆ、厚み：３８μｍ、弾性率：４０９０Ｎ／ｍｍ２ 、引張伸
度：５９％）上に、上記粘着剤を塗工し、９０℃で加熱して厚み１２μｍの
接着層を形成した。得られた接着層の２３℃における貯蔵弾性率は

１．０×１０５ Ｐａであった。
　その後、接着層上に、ポリエステル系樹脂フィルム（日東電工社製、商品

名：ＲＰ３０１、厚み：３８μｍ、弾性率：４０５０Ｎ／ｍｍ２ 、引張伸
度：５８％）を積層して、厚み８８μｍの保護フィルムを得た。得られた保



護フィルムの弾性率は３．６ｋＮ／ｍｍ２ であり、引張伸度は９１％で
あった。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

[0057]［実施例７］
　厚み３８μｍのポリエステル系樹脂フィルム（商品名：Ｔ１００Ｆ）のか
わりに、厚み２５μｍのポリエステル系樹脂フィルム（三菱樹脂社製、商品

名：Ｔ１００－２５Ｂ、弾性率：３５１０Ｎ／ｍｍ２ 、引張伸
度：１０１％）を用いたこと以外は実施例１と同様にして、保護フィルムを

作製した。得られた保護フィルムの弾性率は３．５ｋＮ／ｍｍ２ であり、
引張伸度は９２％であった。

　　　　　　　　　　　　　　　（中略）

[0061]（比較例１）
　保護フィルムとして、ポリエステル系樹脂フィルム（日東電工社製、商品

名：ＲＰ２０７Ｆ、厚み：３８μｍ、弾性率：４０５０Ｎ／ｍｍ２ 、引張
伸度：５８％）を用いた。
[0062]（比較例２）
　保護フィルムとして、ポリエステル系樹脂フィルム（藤森工業社製、商品

名：ＴＣ－８１５、厚み：１１１μｍ、弾性率：４６３０Ｎ／ｍｍ２ 、引
張伸度：１０２％）を用いた。」

（５）「[0064]（偏光子の作製）
　厚み６０μｍのポリビニルアルコール系樹脂を主成分とする高分子フィル
ム（クラレ社製、商品名：ＶＦ－ＰＥ－Ａ　ＮＯ．６０００）を、下記
（１）～（５）の条件の５浴に、フィルム長手方向に張力を付与しながら浸
漬し、最終的な延伸倍率がフィルム元長に対して、６．２倍となるように延
伸した。この延伸フィルムを４０℃の空気循環式乾燥オーブン内で１分間乾
燥させて、厚み２２μｍの偏光子を作製した。
＜条件＞
（１）膨潤浴：３０℃の純水。
（２）染色浴：水１００重量部に対し、０．０３５重量部のヨウ素と、水
１００重量部に対し、０．２重量部のヨウ化カリウムとを含む、３０℃の水
溶液。
（３）第１の架橋浴：３重量％のヨウ化カリウムと、３重量％のホウ酸とを
含む、４０℃の水溶液。
（４）第２の架橋浴：５重量％のヨウ化カリウムと、４重量％のホウ酸とを
含む、６０℃の水溶液。
（５）水洗浴：３重量％のヨウ化カリウムを含む、２５℃の水溶液。」

（６）「[0065]（保護層の作製）

　［下記一般式（１）中、Ｒ１ は水素原子、Ｒ２ およびＲ３ はメチル
基であるラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂｛共重合モノマー
重量比＝メタクリル酸メチル／２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸メチ
ル＝８／２、ラクトン環化率約１００％、ラクトン環構造の含有割合
１９．４％、重量平均分子量１３３０００、メルトフローレート
６．５ｇ／１０分（２４０℃、１０ｋｇｆ）、Ｔｇ１３１℃｝９０重量部
と、アクリロニトリル－スチレン（ＡＳ）樹脂｛トーヨーＡＳ　ＡＳ２０、
東洋スチレン社製｝１０重量部との混合物；Ｔｇ１２７℃］のペレットを二
軸押し出し機に供給し、約２８０℃でシート状に溶融押し出しして、厚み
４０μｍのラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂シートを得た。



この未延伸シートを、１６０℃の温度条件下、縦２．０倍、横２．４倍に延
伸して厚み２０μｍの保護層を得た。
[0066][化１]

」

４　引用文献４
　当審拒絶理由に引用され、本件の優先権主張の日前の平成１５年１月２０
日に頒布された刊行物である引用文献４（特許第３３６８５２４号公報）に
は、以下の記載事項がある。

（１）「【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は液晶表示装置用の偏光板に関する。
【０００２】
【従来の技術】液晶表示装置は、表示パターンを可視化するため、光の振動
方向を制御する目的で上下に偏光板を使用している。偏光板は偏光フィルム
の両面を透明樹脂フィルム、特に酢酸セルロース系のフィルムで積層した構
成のものが一般的であり、これを液晶表示装置に粘着剤で貼り合わせて使用
されている。
【０００３】一方、液晶表示装置は種々のところに使用されるに伴って、薄
肉化、軽量化が要望され、液晶表示装置に使用される偏光板についても薄肉
化、軽量化が要望されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、従来の構成の偏光板では薄
肉化、軽量化を追求するには限界がある。本来、ポリビニルアルコール系の
偏光フィルムはそれ自体が偏光性能を有しているが力学的性質、光学的耐久
性に乏しいために保護層の付与は必須であるが、通常両面にある保護層を片
面に省略できれば非常に効果的である。しかしながら、片面のみに保護層を
有している偏光板は、表裏の構成が非対称となるため、特に偏光フィルムの
配向方向の反りが非常に大きく、液晶表示装置に貼合時等、実用上非常に問
題となる。
【０００５】
【課題を解決するための手段】本発明は、かかる事情に鑑み、薄肉、軽量化
と耐久性を両立させた偏光板を提供することを目的とする。
【０００６】すなわち本発明は、片側に粘着層を有する合成樹脂フィルム
（１）の粘着面に、透明合成樹脂フィルムからなる保護層（２）を、その上
に接着剤層（３）を介して、ポリビニルアルコール系偏光フィルム（４）、
粘着剤層（５）、剥離フィルム（６）が順次積層してなる偏光板である。以
下、本発明を詳細に説明する。
【０００７】
【発明の実施の形態】以下、図１および図２に基づいて本発明を説明する。
図１は本発明の偏光板の構成の断面図である。（１）は片面粘着層付き合成
樹脂フィルム、（２）は透明合成樹脂フィルムからなる保護層、（３）は接
着剤層、（４）はポリビニルアルコール系偏光フィルム、（５）は粘着剤
層、（６）は剥離フィルムである。本発明における偏光板はこれら（１）～
（６）を順次積層して構成される。
【０００８】片面粘着層付き合成樹脂フィルム（１）を形成する合成樹脂と
しては、通常の偏光板に用いられる用途、すなわち偏光板を液晶表示装置に



貼り合わせたときに表面の傷付きを保護し、使用時には剥がされる目的に加
えて、本発明の偏光板において、その非対称に起因する偏光フィルム側への
偏光フィルムの配向方向の反りを防止するために必須である。
【０００９】材質としては、ポリエチレン系のものが最も一般的である。ポ
リエチレンをベースに酢酸ビニルを共重合して粘着性を付与させたポリマー
やアクリル系の粘着剤層を単層あるいは多層押出やインフレーション法で
フィルム化したものが好適に用いられる。他にはポリエステル系、ポリアミ
ド系のフィルムに粘着加工したフィルム等がある。粘着力は偏光板に対して
１ｇｆ／２５ｍｍ以上のものが一般的に用いられる。」

（２）「【００１１】偏光板の反りを抑えるために、貼合後ある程度の残留
収縮応力が必要であり、そのためには、引張強度が５００ｇｆ／１０ｍｍ以
上、引張伸度が１００％以上のフィルムを用い、そのフィルムを偏光フィル
ムの保護層に貼り合わせる際に、フィルムの引張強度の０．０１～０．５の
張力を加えて、張力の方向が偏光フィルム（４）の配向方向と平行になるよ
う貼合する。０．０１より小さいと元々の反りを矯正するには不足であり、
０．５を超えると合成樹脂フィルム（１）側の反りが大きくなる。図２は、
貼合する際の片面粘着層付き合成樹脂フィルム（１）の張力の方向と偏光
フィルム（４）の配向方向を示す図である。」

（３）「【００１５】粘着剤層（５）は、実際に液晶表示装置と貼合するた
めの層であり、ポリビニルアルコール系偏光フィルム（４）を侵さず、使用
時に浮き、剥がれ等無く、目的の粘着力、耐久性を有していれば特に限定さ
れるものではない。一般的にはアクリル系、シリコン系、ゴム系、ウレタン
系、エポキシ系などの粘着剤が用いられる。」

第５　判断
１　理由２（サポート要件）
（１）本願の明細書段落【０００７】における「そこで本発明は、カールが
抑制されたプロテクトフィルム付偏光板、及びそれを含む積層体の提供を目
的とする。」との記載に基づけば、本件発明の解決しようとする課題は、
カールが抑制されたプロテクトフィルム付偏光板を提供することにあるとい
える。

（２）一方、本件発明は、前記第２に記載した事項により特定されるとおり
のものであって、偏光板の厚みＴ１とプロテクトフィルムの厚みＴ２との厚
み比Ｔ２／Ｔ１が０．８～１．４の範囲内であること、プロテクトフィルム
は一方の表面に積層される第２粘着剤層とその上に積層される単層の樹脂
フィルムとで構成されること、樹脂フィルムはポリエステル系樹脂からなる
こと、などを要件としている。

（３）ここで、例えば、引用文献１における記載事項イの段落【００２０】
の「保護フィルムを従来に比べて厚くしてその剛性を増大させ、その増大し
た剛性によって偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凹となる反りが生じ
るのを防止する」との記載によれば、引用文献１には、保護フィルムを厚く
して剛性を高め、反りを防止することが記載されているところ、保護フィル
ムの剛性は、厚さに加え、フィルムの弾性率に依存することは当業者にとっ
て自明である。そして、カールは、積層体を構成する各層の応力や剛性、収
縮率などによって、総合的に生じるということは技術常識として知られてい
るといえる。
　ところが、本願の発明の詳細な説明においては、プロテクトフィルムと偏
光板との厚み比に関して、段落【００８４】に、「プロテクトフィルム６０
の厚みＴ２（μｍ）と偏光板１００の厚みＴ１（μｍ）との比Ｔ２／Ｔ１
は、０．８～４の範囲内とされる。Ｔ２／Ｔ１が０．８以上であることによ
り、０．８未満である場合と比較して有意にカールを抑制することができ
る。Ｔ２／Ｔ１は、好ましくは１以上である。Ｔ２／Ｔ１が４を超えること



は、プロテクトフィルム付偏光板の厚み及び製造コストの面で不利であ
る。」と記載するのみであり、厚み比を０．８以上、あるいは
０．８～１．４の範囲内と規定することにより、有意にカールを抑制できる
機序及び理由について理論的に説明していない。
　加えて、本件発明は、プロテクトフィルムを構成する樹脂フィルムの材質
を「ポリエステル系樹脂」に限定しているが、例えば引用文献３における記

載事項（４）に記載された各ポリエステル系樹脂が、３５１０Ｎ／ｍｍ２

～４６３０Ｎ／ｍｍ２ と様々な弾性率を示すことを考慮すれば、プロテク
トフィルムの厚みＴ２（μｍ）と偏光板の厚みＴ１（μｍ）との比
Ｔ２／Ｔ１が０．８～４の範囲内であったとしても、ポリエステル系樹脂の
剛性は、大きく異なると考えざるを得ない。
　したがって、本件発明が特定する偏光子の厚み及び材質、粘着剤層の材
質、保護フィルム及びプロテクトフィルムの厚み、プロテクトフィルムを構
成する樹脂フィルムの材質の範囲において、単にプロテクトフィルムと偏光
板との厚み比Ｔ２／Ｔ１を０．８～１．４の範囲とすることによって、上記
課題を解決できることが明らかであったことを認めるに足りる根拠を見いだ
すことができない。

（４）請求人は、平成３０年４月２７日付けの手続補足書において実験例
Ａ～Ｈを開示するとともに、同日に提出した意見書において、「本願発明
１（補正後の本願請求項１に係る発明）に係るプロテクトフィルム付偏光板
によってカールを抑制できることは、本願明細書の実施例及び実験成績証明
書による補足的な実験例から把握することができます。」と主張している。
　しかし、本願明細書に記載された実施例及び実験成績証明書に記載された
実験例は、いずれも、プロテクトフィルムがポリエステル系樹脂の一つであ
るポリエチレンテレフタレートからなる樹脂フィルムから構成されるもので
ある。樹脂フィルムの材質がポリエステル系樹脂であったとしても、その種
類によって弾性率が異なるものであるから、剛性が大きく異なるものといえ
る。また、延伸率、延伸方向等によっても、偏光板に与える応力が大きく異
なることは明らかである。したがって、プロテクトフィルムがポリエチレン
テレフタレートからなる樹脂フィルムから構成されるものである実施例及び
実験例に基づいて、弾性率や延伸率等、プロテクトフィルムが偏光板に与え
る応力や剛性の大きさに影響を与える条件を限定していない本件発明の範囲
まで拡張ないし一般化できるとはいえない。

（５）以上のとおりであるから、本件発明は、当業者が、本願明細書の発明
の詳細な説明の記載において、発明の課題を解決できることを認識できるよ
うに記載された範囲を超えるものである。
　よって、本願の特許請求の範囲の記載は、特許法第３６条第６項第１号に
規定する要件を満たしていない。

２　理由１（進歩性）
（１）対比
　本件発明と引用発明とを対比する。

ア　引用発明の「保形フィルムとしてのＴＡＣフィルム３」、「偏光子フィ
ルム（ＰＶＡ（ポリビニルアルコ－ルフィルム））１」及び「粘着剤層４」
がこの順で積層した構造は、その構成からみて、本件発明の「偏光子を含む
厚みＴ１（μｍ）の偏光板」に相当する。
　そして、引用発明の「保形フィルムとしてのＴＡＣフィルム３」、「偏光
子フィルム（ＰＶＡ（ポリビニルアルコ－ルフィルム））１」及び「粘着剤
層４」が積層した構造は、「保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２」が
積層される面とは異なる面に「粘着剤層４」が位置するように構成されてい
る。したがって、引用発明の「粘着剤層４」は、その積層構造における位置
から、本件発明の「第１粘着剤層」に相当するといえる。また、引用発明の



「保形フィルムとしてのＴＡＣフィルム３」、「偏光子フィルム
（ＰＶＡ（ポリビニルアルコ－ルフィルム））１」及び「粘着剤層４」が積
層した構造は、本件発明の「前記偏光板の他方の表面は、第１粘着剤層の表
面で構成されており」とする要件を満たしている。
　また、引用発明の「保形フィルムとしてのＴＡＣフィルム３」は、その機
能からみて、本件発明の「保護フィルム」に相当する。

イ　引用発明の「片面に粘着剤層を有する保護フィルム（ＰＥＴフィルムで
ある）２」は、上記偏光板の一方の表面に位置するＴＡＣフィルム３上に積
層されるものであるから、本件発明の「その一方の表面に積層される厚み
Ｔ２（μｍ）のプロテクトフィルム」に相当する。そして、引用発明の上記
「粘着剤層４」及び上記「保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２」は、
その構成からみて、本件発明の「一方の表面に積層される第２粘着剤層」及
び「その上に積層される単層の樹脂フィルム」に相当する。
　さらに、引用発明の「保護フィルム」は、「ＰＥＴフィルム」であり、
ＰＥＴは、技術的にみて、ポリエステル系樹脂に包含される。したがって、
引用発明の「保護フィルム」は、本件発明の「前記樹脂フィルムは、ポリエ
ステル系樹脂からなり」とする要件を満たしている。

ウ　引用発明の「片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡ」は、上記アの本件発
明の「偏光子を含む厚みＴ１（μｍ）の偏光板」に相当する「保形フィルム
としてのＴＡＣフィルム３」、「偏光子フィルム（ＰＶＡ（ポリビニルアル
コ－ルフィルム））１」及び「粘着剤層４」がこの順で積層した構造の一方
の表面に、上記イの本件発明の「その一方の表面に積層される厚み
Ｔ２（μｍ）のプロテクトフィルム」に相当する「片面に粘着剤層を有する
保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２」を積層したものである。した
がって、引用発明の「片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡ」は、本件発明の
「偏光子を含む厚みＴ１（μｍ）の偏光板と、その一方の表面に積層される
厚みＴ２（μｍ）のプロテクトフィルムとを備えるプロテクトフィルム付偏
光板」に相当する。

エ　引用発明の「偏光子フィルム」は、「ＰＶＡ（ポリビニルアルコ－ル
フィルム）」であるとされている。そうすると、引用発明の「偏光子フィル
ム」と本件発明の「偏光子」とは、「ポリビニルアルコール系樹脂フィル
ム」である点で共通する。

オ　以上より、本件発明と引用発明とは、
「偏光子を含む厚みＴ１（μｍ）の偏光板と、その一方の表面に積層される
厚みＴ２（μｍ）のプロテクトフィルムとを備えるプロテクトフィルム付偏
光板であって、
　前記偏光子は、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムであり、
　前記偏光板の他方の表面は、第１粘着剤層の表面で構成されており、
　前記プロテクトフィルムは、前記一方の表面に積層される第２粘着剤層
と、その上に積層される単層の樹脂フィルムとで構成されており、
　前記樹脂フィルムは、ポリエステル系樹脂からなり、
　前記偏光板は、保護フィルムをさらに含む、プロテクトフィルム付偏光
板。」である点で一致し、以下の点で相違する。
［相違点１］プロテクトフィルム付偏光板が、本件発明は、長辺と短辺とを
有する方形形状の枚葉体であり、前記長辺が２２１ｍｍ以上、前記短辺が
１３９ｍｍ以上であり、前記枚葉体は、長尺のプロテクトフィルム付偏光板
の裁断物であるのに対し、引用発明は、枚葉体ではない点。
［相違点２］偏光子が、本件発明は、延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムに二色性色素を吸着配向させたフィルムであり、前記偏光子の厚みが
５μｍ以上１５μｍ以下であるのに対し、引用発明は、延伸フィルムに二色
性色素を吸着配向させたかが不明であり、厚みが２０μｍである点。
［相違点３］本件発明は、第１粘着剤層及び第２粘着剤層が、（メタ）アク
リル系樹脂を含むのに対し、引用発明はそれぞれの粘着剤層の材料を特定し



ていない点。
［相違点４］偏光板に含まれる保護フィルムの厚みが、本件発明は３０μｍ
以下であるのに対し、引用発明は５０μｍである点。
［相違点５］本件発明は、プロテクトフィルムの厚みＴ２が１２０μｍ以下
であり、厚み比Ｔ２／Ｔ１が０．８～１．４の範囲内であるのに対し、引用
発明は、片面に粘着剤層を有する保護フィルム（ＰＥＴフィルムである）２
の厚みが１４５μｍ（＝保護フィルム１２５μｍ＋粘着剤層２０μｍ）であ
り、厚み比Ｔ２／Ｔ１が１．５（＝１４５μｍ／９５μｍ；偏光板の厚み
９５μｍ＝ＴＡＣフィルム５０μｍ＋偏光子フィルム２０μｍ＋粘着剤層
２５μｍ）である点。

（２）判断
ア　［相違点１］について
　引用発明の「片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡ」は、図１を参酌すれ
ば、長尺の形状を有していたといえる。そして、引用文献１の記載事項イの
段落【０００８】に、従来の技術として「液晶表示装置はワープロやパソコ
ンの画面だけでなく、自動車用のナビゲーションシステム・携帯電話・電卓
等の小物類にも普及しており、近年の激化する小型化競争に対応するべく、
液晶表示装置のガラス等に貼着される光学フィルムを薄くしてコンパクト化
する要望も強くなってきている。」と記載されているように、液晶表示装置
は様々な用途に用いられており、そのサイズも様々である。光学フィルムを
液晶表示装置に用いるにあたり、長尺の光学フィルムから切り出して、方形
の枚葉体とすることは技術常識であり、光学フィルムを切断するにあたり、
様々な用途に合うように、使用態様に合わせたサイズとすることは、当業者
であれば当然考慮することである。そして、長辺が２２１ｍｍ以上、短辺が
１３９ｍｍ以上である液晶表示装置は、例示するまでもなく周知のものであ
る。
　したがって、引用発明の片ＴＡＣ構造の第１光学フィルムＡについて、長
尺のプロテクトフィルム付偏光板の裁断物とし、そのサイズを長辺が
２２１ｍｍ以上、短辺が１３９ｍｍ以上であるとすることは、当業者が適宜
なし得ることである。請求人は、平成３０年４月２７日に提出した意見書に
おいて、「また、引用文献１は、枚葉体のサイズが反りに与える影響を何ら
認識していません。」と主張している。しかしながら、使用実態に合わせて
光学フィルムの裁断を行い、効果の確認を行うことは、当業者であれば当然
考慮することである。そして、本願明細書の記載や手続補足書に開示された
実験成績証明書の内容を参酌しても、枚葉体のサイズを長辺が２２１ｍｍ以
上、短辺が１３９ｍｍ以上であるとすることにより、反りにおいて当業者が
予測できない効果が生じるとする根拠を見いだせない。

イ　［相違点２］について
　引用文献１の記載事項イの段落【０００８】における「液晶表示装置のガ
ラス等に貼着される光学フィルムを薄くしてコンパクト化する要望も強く
なってきている。」との記載に基づけば、引用文献１には、光学フィルムを
薄くしたいという課題が記載されていたといえる。そして、例えば、引用文
献２の記載事項（１）の段落【００１３】における「最後に乾燥して得られ
るポリビニルアルコール系偏光フィルムの厚みは、たとえば約
１μｍ～４０μｍ程度である。」、記載事項（５）の段落【０１０８】にお
ける「この偏光フィルムの厚みは１１μｍであった。」との記載や、引用文
献３の記載事項（３）の段落[0045]の「偏光子の厚みは、代表的には
１μｍ～８０μｍ程度であり、好ましくは５μｍ～４０μｍである。」との
記載に基づけば、偏光子の厚みを５μｍ以上１５μｍ以下とすることは、周
知技術であるといえる。
　また、偏光子として、延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性
色素を吸着配向させたフィルムは周知である。たとえば、引用文献２の記載
事項（１）の段落【００１４】には「偏光フィルムの作製方法は特に限定さ
れず、たとえば、（i）上記未延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルム
を、空気あるいは不活性ガス中で一軸延伸後、膨潤処理、二色性色素による



染色処理、ホウ酸処理および水洗処理の順に処理し、最後に乾燥を行なう方
法・・・などが採用できる。」との記載があり、引用文献３の記載事項
（５）の段落[0064]には「厚み６０μｍのポリビニルアルコール系樹脂を主
成分とする高分子フィルム（クラレ社製、商品名：ＶＦ－ＰＥ－Ａ　
ＮＯ．６０００）を、下記（１）～（５）の条件の５浴に、フィルム長手方
向に張力を付与しながら浸漬し、最終的な延伸倍率がフィルム元長に対し
て、６．２倍となるように延伸した。この延伸フィルムを４０℃の空気循環
式乾燥オーブン内で１分間乾燥させて、厚み２２μｍの偏光子を作製し
た。」との記載がある。
　そうすると、引用発明において、光学フィルムを薄くするために、偏光子
の厚さを５μｍ以上１５μｍ以下とすること、及び、偏光子の構成として、
周知の延伸ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向さ
せたフィルムを採用することは、当業者が適宜なし得ることである。

ウ　［相違点３］について
　引用発明は、それぞれの粘着剤層の材料を特定していないが、どのような
粘着剤を採用するかは、接着させようとする物同士の物性に応じて適宜選択
すべきものである。そして、例えば、引用文献２の記載事項（３）の段落
【００５６】に「粘着剤層を有するフィルムを剥離可能なフィルムとする場
合における粘着剤としては、・・・特に制限されるものではない。粘着剤の
具体例としては、アクリル系樹脂、・・・を挙げることができる。」との記
載があり、引用文献３の記載事項（２）の段落[0039]に「上記粘着剤層は、
任意の適切な粘着剤で形成される。粘着剤としては、代表的には、（メタ）
アクリル系粘着剤が用いられる。」との記載があり、引用文献４の記載事項
（１）の段落【０００９】における片面粘着層付き合成樹脂フィルムについ
ての「ポリエチレンをベースに酢酸ビニルを共重合して粘着性を付与させた
ポリマーやアクリル系の粘着剤層を単層あるいは多層押出やインフレーショ
ン法でフィルム化したものが好適に用いられる。」との記載がある。上記記
載に基づけば、光学フィルムに一般に用いられる粘着剤層が（メタ）アクリ
ル系樹脂を含むことは、周知技術であるといえる。
　したがって、引用発明のそれぞれの粘着剤の材料を、周知の（メタ）アク
リル系樹脂を含むものとすることは、当業者が適宜なし得ることである。

エ　［相違点４］について
　前記イに記載したとおり、引用文献１には、光学フィルムを薄くしたいと
いう課題が記載されていたといえる。そして、例えば、引用文献２の記載事
項（２）の段落【００４８】における「透明な保護フィルムの適当な厚み
は、たとえば１～５０μｍであり、好ましくは５～４０μｍ、より好ましく
は１０～３０μｍである。」、記載事項（５）の段落【０１０３】における
「保護フィルム１：「ゼオノアＺＦ１４-２０」(日本ゼオン(株)製、厚さ
２０μｍ)」、「保護フィルム２：ケン化したＴａｃｐｈａｎ
Ｐ９２０ＧＬ（ロンザ社製、厚さ２２μｍ）」との記載や、引用文献３の記
載事項（３）の段落[0047]における「保護層の厚みは、好ましくは
５μｍ～２００μｍ、より好ましくは１０μｍ～１００μｍである。」、記
載事項（６）の段落[0065]における「この未延伸シートを、１６０℃の温度
条件下、縦２．０倍、横２．４倍に延伸して厚み２０μｍの保護層を得
た。」との記載に基づけば、偏光板に含まれる保護フィルムの厚みを
３０μｍ以下とすることは、周知技術であるといえる。
　そうすると、引用発明において、光学フィルムを薄くするために、偏光板
に含まれる保護フィルムの厚みを、３０μｍ以下とすることは、当業者が適
宜なし得ることである。

オ　［相違点５］について
　引用文献１の記載事項イの段落【００２０】における「請求項１の構成に
よれば、保形フィルムを偏光子フィルム又は位相差フィルムの両面のうちの
一方の面側に積層した構造（以下、「片ＴＡＣ構造の光学フィルム」と略称
する）でありながら、保護フィルムを従来に比べて厚くしてその剛性を増大



させ、その増大した剛性によって偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凹
となる反りが生じるのを防止することができる。」との記載に基づけば、引
用発明におけるプロテクトフィルム（保護フィルム）の厚み「１２５μｍ」
は、プロテクトフィルム（保護フィルム）の剛性を増大させ、その増大した
剛性によって偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凹となる反りが生じる
のを防止するように設定されたものといえる。
　一方、引用文献１には、記載事項イの段落【００２５】に「請求項１の構
成では、片ＴＡＣ構造の光学フィルムは直線状か、あるいは偏光子フィルム
又は位相差フィルム側が凸となる反りが生じた湾曲状に構成されるものであ
り、それによって、片ＴＡＣ構造の光学フィルムがガラス等に端から貼合さ
れる状態が生じるのを防止する手段であるが、偏光子フィルム又は位相差
フィルム側が凸となる反りが生じると、運搬時や保管時に取扱いにくかった
り、前記一対の押圧ロール間に最初に挿入する操作が行いにくかったりする
という問題が考えられなくもない。」及び段落【００２６】に「請求項２の
構成によれば、偏光子フィルム又は位相差フィルム側が凸となる反りが生じ
ないように保護フィルムの厚さを設定するので、片ＴＡＣ構造の光学フィル
ムを偏平な直線状又はほぼ直線状に構成できるようになり、上記の問題を解
消できて、貼合対象物への貼合操作や製造工程により適合した状態にするこ
とができる。」とも記載されている。
　これらの記載に基づけば、プロテクトフィルム（保護フィルム）の厚み
は、第１に、偏光子フィルム側が凹となる反りが生じるのを防止することが
できること、換言すれば偏光子フィルム側が凸となる反りが生じた湾曲状に
構成されることを許容するように、従来に比べて厚く設定されるものである
が、第２に、片ＴＡＣ構造の光学フィルムを扁平な直線状に構成できるよう
に、プロテクトフィルム（保護フィルム）の厚さを設定する、つまり、偏光
フィルム側が凸とならない程度に薄くすることが示唆されているといえる。
　そして、上記イ及びエにおいて検討したとおり、光学フィルムを薄くした
いという要望が強く存在しており、引用発明において、偏光子の厚み及び偏
光板に含まれる保護フィルム（ＴＡＣフィルム）の厚みをより薄いものとす
るに際し、プロテクトフィルム（保護フィルム）の厚みをそれに応じてより
薄いものとすることは、当業者が適宜設計し得ることといえる。また、前記
１（３）に記載したとおり、カールは、積層体を構成する各層の応力や剛
性、収縮率などによって、総合的に生じるものであり、また、ポリエステル
系樹脂から構成される保護フィルムであっても、その材質等の違いにより
様々な弾性率を示すことが知られている。
　そうすると、引用発明において、偏光子の厚み及び偏光板に含まれる保護
フィルム（ＴＡＣフィルム）の厚みをより薄いものとするのに伴い、プロテ
クトフィルム（保護フィルム）の厚みを、その物性に応じて、偏光子フィル
ム側が凹となる反りが生じるのを防止し、偏光フィルム側が凸とならない範
囲に調整することで、プロテクトフィルムを構成する保護フィルムの厚みと
粘着剤層の厚みの合計を１２０μｍ以下とすること、及び、本件発明におい
て定義される厚み比Ｔ２／Ｔ１を０．８～１．４の範囲内とすることは、当
業者が適宜なし得ることである。
　また、本願明細書の段落【０１１４】の表１に基づけば、Ｔ２／Ｔ１の値
が２．３であって［相違点５］における本件発明の要件を満たさないとされ
る実施例２であっても、一次カール量及び二次カール量の何れも、他の実施
例と比べて遜色のない優れた値を示している。そうすると、本件発明におい
て定義される厚み比０．８～１．４の範囲内としたことにより、格別な効果
の差異を生じるとはいえないものである。したがって、本件発明の効果は、
当業者が、厚み比が１．５である引用発明に基づいて予測し得た範囲のもの
といえる。

（３）むすび
　以上のとおりであるから、本件発明は、引用発明及び上記周知技術に基づ
いて当業者が容易に発明することができたものである。
　よって、本件発明は、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けるこ
とができない。



第６　むすび
　したがって、本願は、当審で通知した拒絶の理由１及び理由２によって拒
絶をすべきものである。
　よって、結論のとおり審決する。

平成３０年　７月　９日

　　審判長　　特許庁審判官 中田 誠
特許庁審判官 宮澤 浩
特許庁審判官 河原 正

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を
被告として、提起することができます。
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